
国立保健医療科学院・その他部局等・部長

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

８２６０２

基盤研究(C)（一般）

2021～2018

災害医療・健康危機管理における法的および制度的枠組みに関する国際比較研究

International comparative study on legal and institutional frameworks in 
disaster medicine and health emergency management

１０５６９５１０研究者番号：

冨尾　淳（Tomio, Jun）

研究期間：

１８Ｋ０９９６７

年 月 日現在  ４   ６ ２０

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、主要先進国および国際機関の災害医療・健康危機管理に関する法令や制
度について包括的かつ系統的に収集・整理し、主要国間の共通点と相違点を分析した。日本では自然災害、感染
症等個別に法令が制定されているが、多くの国ではあらゆる災害・危機等を包括的に対象とするオールハザー
ド・アプローチに基づく法制度が導入されていた。危機管理に関する専門職の育成・配置や危機対応の事後評価
についても制度化されている国もみられた。また、新型コロナウイルス感染症対応においては、多くの国で危機
において迅速な保健医療資源の確保・配分を可能にする法制度の整備が課題として挙げられた。

研究成果の概要（英文）：This study comprehensively and systematically collected and organised laws 
and systems on disaster medicine and health emergency management in major countries and 
international organisations and analysed the similarities and differences between major countries. 
In Japan, laws and regulations have been enacted separately for natural disasters and infectious 
diseases. In contrast, many countries have introduced legal systems based on an all-hazards approach
 that comprehensively covers all types of hazards. Some nations have also institutionalised the 
training and deployment of crisis management specialists and after-action reviews of emergency 
response. In many countries, developing legal systems that enable the rapid mobilisation and 
allocation of healthcare resources during a crisis was identified as a challenge in response to 
COVID-19.

研究分野： 健康危機管理
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通じて、災害医療・健康危機管理における日本および主要先進国の法制度枠組みの整理と比較分析を実
施したことで、「オールハザード・アプローチ」の重要性など日本の今後の法制度の整備のポイントが明らかに
なった。また、新型コロナウイルス感染症のパンデミックへの対応の反省を踏まえて、国際保健規則や各国の法
令の改正や制度の見直しなど、健康危機管理に関連する枠組みの大きな変化が見込まれるが、本研究は今後の動
向を分析する上で重要な基礎資料としても位置付けられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
災害や健康危機への対応は、従来、国や地域の法的、制度的枠組のもとで行われてきた。しかし、
近年の国際的な感染症の脅威やテロリズム、国境を超えて被害が拡大する大規模自然災害など
を受け、国際保健規則（IHR (2005)）の遵守などを通じた国際協調と各国の健康危機管理体制の
強化が求められている（Gostin & Kats, 2016）。同様に、2015 年の国連世界防災会議で採択さ
れた「仙台防災枠組 2015-2030（仙台防災枠組）」においても、「災害リスクの理解」や「災害リ
スクの軽減に向けたガバナンス強化」などが国際的な優先事項として提唱され、保健医療の分野
は取り組みの重点領域となっている（UNISDR, 2015）。 
グローバルな健康危機に対峙する体制を実現するためには、関係各国の既存の法制度を理解し
た上で、共通の法的、制度的枠組みを構築する必要がある（Speakman et al, 2017）。また、例
えば、米国において、医療機関を含む官民様々な機関で汎用される危機管理システム「インシデ
ントコマンドシステム（ICS）」を、わが国にそのまま導入した場合、背景にある政治体制や法制
度が異なるため十分に機能しない可能性があるとの指摘（Britton, 2006）があるように、異な
る国で技術やシステムの共有を検討する際には、背景にある法制度の理解と比較分析が必須で
ある。しかし、災害医療・健康危機管理の法制度に関する研究は少なく、特定の事例を対象とし
たケーススタディ（Hirsch et al, 2015,  Goralnick et al, 2015）、緊急事態における医療従
事者の責任（Rosenbaum & Kamoie, 2003）や個人情報の取り扱い（Nordin et al, 2008）に関す
る考察などは散見されるものの、法制度の体系的な分析は十分に行われていない。希少な研究の
１つに、わが国の災害医療の法的構造の研究（田中, 2012）があるが、その中で著者は「複数系
統の規範形式（災害対策基本法や災害救助法、医療法など）とその規定内容の輻輳」などの法制
度上の特徴と課題を指摘している。しかし、研究範囲は自然災害の急性期に限定され、復旧・復
興や感染症等は対象としていない。他国との比較分析も行われておらず、包括的な研究による知
見の集積が求められる。  
 
２．研究の目的 
本研究では、主要先進国および国際機関の災害医療・健康危機管理を規定する法令や指針、制度、
組織等について包括的かつ系統的に収集・整理し、主要国間の共通点と相違点を明らかにする。 
また、IHR(2005)や仙台防災枠組の要件等を踏まえて健康危機管理法制度の評価指標を策定し、
主要国の法制度の比較分析を行う。これにより、災害医療・健康危機管理に関する法制度の整備
の動向と傾向を明らかにするとともに、対策強化と国際協調に向けた法的、制度的枠組みのあり
方について提言する。 
 
３．研究の方法 
(1) 主要国の関連法令、制度等の収集・整理 
主要国の災害医療・健康危機管理に関する法令、制度、組織に関する資料を、健康危機管理の主
要なポイントとなる以下の規定項目を基準に、体系的に収集し、法令の種別、規定項目に応じて
整理する。法令・制度の歴史的経緯、各国の政治体制、医療制度、災害リスクについても合わせ
て情報を収集し、規定項目ごとに整理する。なお、初年度に集中して情報収集・整理を行うが、
研究期間中の法令・規則等の制定や改正を考慮して、研究期間を通じて定期的に情報の更新を行
う。 
(2) IHR(2005)の要件等に基づいた評価指標の設定および比較分析 
IHR(2005)、仙台防災枠組などの関連資料のレビューを行い、 グローバルな健康危機管理におい
て必要とされる要件に関係した評価指標の設定を行う。評価項目をもとに、主要国の法令の評
価・比較分析を行う。対策強化と国際協調に向けた法的、制度的枠組みのあり方について提言を
まとめる。 
 
４．研究成果 
(1) 主要国の関連法令、制度等の収集・整理 
先進主要国である米国、英国、フランス、ドイツの４か国について、災害対応、健康危機管理を
規定する法令や指針、制度、組織等について情報収集・整理し、各国の法令・制度の歴史的経緯、
各国の政治体制、医療制度等を考慮して、それぞれの共通点と相違点について分析を行った。い
ずれの国も比較的近年、テロや感染症パンデミック、大規模災害を契機に災害・健康危機管理に
関する法制度的整備がすすめられてきているが、「地震」、「風水害」といった個別のハザードを
対象としたものではなく、あらゆる危機に対応可能な、オールハザード・アプローチに基づいた
制度が構築されていた。 
英国は内閣府の民間緊急事態事務局（CCS）が緊急事態管理を主導するが、保健医療分野では公
衆衛生庁（PHE）、国民保健サービス（NHS）が Emergency Preparedness, Resilience and Response
（EPRR）プログラムを実施し、リスクアセスメント、業務継続計画などを通じて体制整備を行っ
ていた。フランスは、診療所・病院・公衆衛生の３部門による地域圏内の調整を重視した plan 



ORSAN（健康危機における保健システムの対応体制）のもと、緊急事態の規模・種類、地域の対
応能力に応じて県-地域圏-管区-国と段階的に医療支援が行われていた。 
米国、ドイツは連邦制であり州等の裁量が大きいが、米国は、連邦緊急事態管理庁（FEMA）によ
る国家事態管理システム（NIMS）の整備、および保健省事前準備・対応担当次官補局（ASPR）を
中心とした様々な支援体制、ドイツは内務省連邦住民保護・防災支援庁（BBK）による関係組織
の調整と計画、危機管理の教育・研究・訓練の実施など、いずれも国家としての調整・支援を拡
充する傾向がみられた。また、４か国とも、広域および多機関連携による事前準備を重視した 
体制整備が行われていた。 
(2) IHR(2005)の要件等に基づいた評価指標の設定および比較分析 
IHR(2005)の 13 項目のコア・キャパシティを軸に法制度の評価指標案を検討し、特に、要員、保
健医療サービス提供体制、事後評価の枠組み、の各項目について主要国の法制度の動向を検討し
た。医療機関等における危機管理要員の確保については、日本では法令上の規定はない。一方で
米国は、法令による規定はないものの危機管理部門の設置は連邦助成プログラムの要件となっ
ており、人材育成システム、資格制度も確立されていた。英国では Civil Contingencies Act 
2004 (CCA 2004)、Health and Social Care Act 2012 により医療機関の危機管理が規定され、
国民保健サービス（NHS）の医療機関では実務担当専従スタッフが配置され、担当者の資格要件
も全国職務基準（NOS）により規定されていた。 
緊急事態への対応後の事後評価の枠組みとして、after-action review（AAR）を実施・報告する
ことが IHR(2005)により推奨されている。日本を含め AAR の実施が制度化されている国は少ない
が、米国では災害訓練等での AAR の実施は連邦政府の助成要件となっており、保健福祉省には
AAR とそれに伴う改善計画の実施を担う専門部門（Exercises, Evaluations & After Actions）
が設置されていた。また、過去の AAR 等が Homeland Security Digital Library (HSDL)に収載
されデータベース化されていた。IHR に基づく推奨により、今後各国で AAR の制度化の動きも期
待されるが、対象事象や実施者の選定、報告・公表の基準など、各国の状況を踏まえた検討が必
要であることも明らかになった。 
(3) 新型コロナウイルス感染症対応に関連した法令・制度の比較分析 
2019 年末より新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックが発生し、わが国はじめ
主要先進国では様々な対策が講じられた。当初の研究計画には含まれていなかったが、各国の
COVID-19 対応に関連した法令・制度を中心に情報収集を行った。特に、米国、欧州諸国および
東アジアの国・地域とわが国の健康危機への対応に関連した、組織体制、リスク評価、状況把握、
検査体制の確保、医療提供体制の確保、医療資源の動員、私権制限等について、既存の法令・制
度とその課題、パンデミックを受けた法令・制度の改正の状況などについて情報収集・分析を実
施した。 
わが国では感染症法および新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づいた対策がとられてい
るが、医療提供体制の確保や国と地方の権限のあり方など、多くの限界が明らかになった。これ
に対して、諸外国では、感染症など個別の事象に限定しない、いわゆるオールハザード・アプロ
ーチに基づいた危機管理体制がとられているケースも多かった。 
米国、英国の医療提供体制の制度上の違いに注目し、日本の医療資源（病床、医療従事者等）は
他の高所得国並みであるにもかかわらず、COVID-19 患者のための病床確保が遅れたことを事例
として比較分析を行った。資源配分の遅れの要因として、既存の医療資源（主に民間）が分散し
ていること、民間主体の医療機関と公衆衛生機関の連携メカニズムがないこと、リソースの動員
に関する法的枠組みが不十分なこと、既存の資源の定量化が不十分なこと、医療システムの受け
入れ窓口が指定されていないことなどが明らかになった。わが国のパンデミック下における救
急医療体制のサージキャパシティの確保に向けて、リソースの迅速な動員、既存の資源の正確な
定量化、地域の関係者間の機能分化を伴う連携メカニズムの導入、医療の受け入れ窓口の指定な
どに関連した法的枠組みの再構築を早急に行う必要があると考えられた。 
既存の医療資源を上回る傷病者が発生した場合の資源配分のあり方として、米国の一部の州や
地方では、「緊急時の標準診療」（Crisis Standards of Care(CSC)）が事前に定められており、
COVID-19 対応でも適用された事例の報告があった。日本においても、人工呼吸器や個人防護具
等の医療資源の適正配分は大きな課題となったが、現状、個々の医療機関の判断に委ねられてい
る。CSC の計画を行う上で主要な要素として 1）強い倫理的基盤、2）地域社会と医療提供者に対
する統一的かつ継続的なエンゲージメント、教育、コミュニケーション、3）法的機関や法的環
境についての保証、4）明確なインディケーター・トリガーと責任の所在、5）エビデンスに基づ
く臨床プロセスとその運用、の５つが挙げられており、日本での CSC に相当する計画を進める上
でも主要な論点になると考えられた。 
本研究を通じて、災害医療・健康危機管理における日本および主要先進国の法制度枠組みの整理
と比較分析を実施したことで、「オールハザード・アプローチ」の重要性など日本の今後の法制
度の整備のポイントが明らかになった。また、COVID-19 のパンデミックへの反省を踏まえて、



国際保健規則や各国の法令の改正や制度の見直しなど、健康危機管理に関連する法制度枠組み
の大きな変化が見込まれるが、本研究は今後の動向を分析する上で重要な基礎資料としても位
置付けられる。 
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